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財政・行政

DXやRPAの進展により諸手続きや窓口業務が減少する区役所の役割や業務を抜本的に見直すと
ともに「総合区」についても検討し、区民にとって身近で役に立つ区役所を目指します。

引っ越してきた時の様々な行政手続きや、年金・介護保険・住民税・所得税など、市民が相談に
来た時にワンストップで解決できる窓口や、スマートフォンでの手続き操作のお手伝いなど、区
役所の窓口機能を市民に寄り添った形で充実させます。

行政や市民の多文化への理解を深めるとともに、行政の窓口やスマホ手続きにおける多言語対応
を実現し、外国人にとっても暮らしやすい、働きやすい、学びやすい、子育てしやすい、起業し
やすい国際都市横浜を創ります。

横浜市が募集する入札・公募情報が部署ごとにバラバラに行われ、横浜市政への参加意欲のある
市民が参加機会を逃している現状を改善するため、新たなポータルサイトなどで入札・公募情報
を一元化します。

産学官の積極的な交流により、課題の解決だけでなく、0から1 を生み出す「横浜型共創」を様々
な視点から実現に向けて検討します。また公共施設再編整備にあたっては、民間活力を導入した
公民連携手法による事業加速を図ります。

市営地下鉄の清潔で快適なトイレを維持するとともに、男性用トイレヘの汚物入れ設置や和式か
ら洋式への転換など、すべての公共トイレの清潔・快適・高機能および安心安全を求めてまいり
ます。

Al・ビッグデータなども用いた「EBPM」を行政の中に根付かせ、インパクト志向で政策の質を
高め、公会計や財務分析の仕組みも整えます。

「財政健全化条例」を踏まえ、良質なダウンサイジングや歳出改革、公有財産や遊休資産の有効
活用で新たな財源を生み出すとともに、基金の取り崩しに頼らない健全な財政運営を目指しま
す。

市／区役所におけるDX ・デジタル化を推進し、市民が窓口に来なくてもスマートフォンやパソコ
ンで簡単に諸手続きや申請が行えるような仕組みを整えます。また庁内のデータ共有を推進し、
情報や意思決定の縦割りを打破します。

「わかりやすい議会、開かれた議会、見える議会、誰もが参加できる議会」への改革を進め、議
会審議の過程で市民の意見を聞き、反映できるシステムの構築を検討します。

子育てや介護を理由に議員としての活動を諦めたり、議員への立候補をためらわないよう、制度
や仕組みを整えて議員の働き方改革を進め、若者や女性の議員を増やします。




